
資料(専)16-2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「ＲＩ・研究所等廃棄物処理処分の基本的考え方について 案 

(平成１０年２月５日、原子力バックエンド対策専門部会)」 

に対するご意見と回答 

 

報告書案に対して寄せられたご意見を報告書案の項目毎に整理し、 
 
  Ｉ．報告書案に反映すべきご意見：３４件 
 ＩＩ．論点については既に記述がある等により、報告書案の記述で良いと考えられる

ご意見：１２８件 
ＩＩＩ．報告書案における検討の対象外と考えられるご意見：１３件 
 
に区分したものです。（１件に複数の意見を記述されている場合がありますので、寄せら
れた意見の件数と上記の整理した意見の件数の合計は一致しません。）なお、各ご意見の
末尾の番号は、平成 10 年 4 月 3 日 第 15 回原子力バックエンド対策専門部会において
公開した「報告書案に寄せられたご意見」に付した番号です。 
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Ｉ．報告書案に反映すべきご意見 
 

 
「はじめに」に関連するご意見について 
 
既に廃棄物の処分事業が行われているにも関わらず、同じ低レベル放射性廃棄物であるＲ
Ｉ・研究所等廃棄物処分について検討を行う必要性を述べるべき。 （７７） 
 ご指摘を踏まえ、ＲＩ・研究所等廃棄物の処理処分の検討を行った背景をより明確にする
ため、次のように下線部の記述を追加します。 
「廃棄物の処理処分の見通しが明確でないために、ＲＩ等の利用に支障が生じている事業
所も見られる。低レベル放射性廃棄物のうち原子炉施設から発生するものについては最終
処分に係る制度が順次整備され、このうち原子力発電所から発生する廃棄物については、既
に埋設処分事業が開始されているところであるが、ＲＩや核燃料物質等の利用に伴い発生
する廃棄物については、未だ処分方策が確立していない。このため、これらの廃棄物に含ま
れる放射性核種の種類や濃度及びその他の性状を踏まえ、早急にＲＩ廃棄物及び研究所等
廃棄物（以下、「ＲＩ・研究所等廃棄物」）の安全かつ合理的な処理処分方策を確立して、制
度整備を行い、最終処分に向け具体的に取り組むことが重要である。」 
 
「第１章 ＲＩ廃棄物の処理処分に関する基本的考え方について」に関連するご意見につ
いて 
 
1.2.2(1) 放射性核種の種類 
99mTc は、99Tc と書くか、併記すべき。 （２９） 
 ご指摘のように、医療機関等において肝機能検査等に使用されている 99mTc は半減期が約
6 時間であり、実際に廃棄物として集荷・処理・処分される段階では、99mTc の大部分は減
衰してその娘核種である 99Tc(半減期約 21 万年)となっていると考えられます。しかしなが
ら、廃棄物が発生した時点での放射性核種の種類と濃度が特定できれば、その後の時間経過
に伴う放射性核種の減衰や他の放射性核種への壊変は、計算により求めることができ、また
廃棄物の発生からの経過時間によって、廃棄物に含まれる放射性核種の種類が変化すること
から、本報告書案では廃棄物の特徴を明確にするため、廃棄物中に含まれる放射性核種につ
いては、廃棄物の発生時点で統一的に整理しました。 
 したがって、報告書案の記述は、原案どおりの 99mTc としますが、ご指摘を踏まえ、この
点を明確にするため、「(1)放射性核種の種類 5)」の説明として、脚注に以下を追加します。 
「5)本報告書における放射性核種の種類は、廃棄物の発生時点で整理した。」 
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1.2.2(2) 放射能濃度による区分 

原子炉等規制法による濃度上限値を用いて、ＲＩ廃棄物を区分するのは、発生源
による放射性核種の違い等から適切ではない。 

（４０） 

ＲＩ廃棄物には２４７核種が含まれる中で１０種あまりの放射性核種で代表させ
て区分を行うのは適切ではない。 

（６２） 
 

 報告書案において、「この中で、半減期等を勘案し、埋設処分において放射線被ばくへの
影響が大きいと考えられる放射性核種は、 3H,14C,60Co,90Sr,137Cs 等である。」と記述してい
るように、埋設処分を考えた場合に考慮すべき放射性核種の多くは原子力発電所から発生
する放射性核種の種類と同様であると考えられるため、原子炉等規制法による濃度上限値
を踏まえた区分を行うことは、ＲＩ廃棄物処分の検討に有効と考えられます。 
 しかし、ご指摘を踏まえ、より正確を期すため、「原子炉等規制法施行令第１３条の９で
示されている放射能濃度上限値 4) （参考資料４）によりＲＩ廃棄物の廃棄体数量を区分する
と、大部分の廃棄物が現行の政令濃度上限値以下のものに区分できる。」の記述を「原子炉
等規制法施行令第１３条の９で示されている放射能濃度上限値 6) （参考資料４）を参考に 7)

ＲＩ廃棄物の廃棄体数量を区分すると、大部分の廃棄物が現行の政令濃度上限値以下のも
のに区分できる。」にします。また、本文の脚注に、 
「7)ＲＩ廃棄物の処分に係る放射能濃度上限値については、後述するように法令整備を行
う必要があるが、ここでは、放射能濃度に応じた廃棄体数量を推定するため、ＲＩ廃棄物に
含まれる放射性核種のうち、政令濃度上限値が示されていない放射性核種についても放射
線被ばく上重要と考えられるものについては、政令濃度上限値の導出と同様の手法（参考資
料 4-2, 4-3）で政令濃度上限値相当の放射能濃度を算出した。」を追加します。 
 
原子炉等規制法の濃度上限値導出時の想定被ばく線量を明示して欲しい。 （９３） 
 濃度上限値の導出に際し、被ばく線量として 10μSv/y が用いられています(原子力安全
委員会「低レベル放射性固体廃棄物の陸地処分の安全規制に関する基準値について（中間報
告）」(昭和６２年２月）)。したがって、参考資料 4-2、4-3 の「上図に示した以下のシナリ
オ等により導出されている。」の後に、以下を追加します。 
「濃度上限値の導出の際には、管理期間終了後以後の線量評価にあたって使用する被ばく線
量として１０μSv/y が用いられている(原子力安全委員会「低レベル放射性固体廃棄物の陸
地処分の安全規制に関する基準値について(昭和６２年６月）」（参考資料 4-3 に対しては、
原子力安全委員会「低レベル放射性固体廃棄物の陸地処分の安全規制に関する基準値につ
いて(第２次中間報告)(平成４年６月）」） 
 
政令濃度上限値の算出に関わる被ばく評価パラメーターである年間の被ばく時間の設定値
について７３日／年を３６５日／年とすべき。 （９２） 
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 参考資料 4-2、4-3 に示した原子炉等規制法施行令第１３条の９の濃度上限値の導出に際
しては、「３６５日／年」が用いられていますので、「７３日／年（１年間の２０％を戸外で
過ごす。）」を「３６５日／年」に訂正します。 
 
Co-60 の半減期が数年以下と読めるが、Co-60 の半減期は５年であるので、記述を修正す
べき。 （８） 
 ご指摘を踏まえ、より正確な記述とするため「60Co のような半減期が数年以下の密封線
源」を「60Co(半減期約５年)、192Ir(半減期約７４日)のような半減期が数年以下の密封線源」
とし、半減期を明示するとともに、半減期が数年以下で使用されている密封線源の主な例に
192Ir を追加します。 
 
「現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物」の位置づけが不明 。 （２） 
 ご指摘を踏まえ、「現行の政令濃度上限値を超える放射性廃棄物」の位置づけをより明確
にするため、参考資料 4-1 に以下を追加します。 
「注２）上記の表の一、二に掲げる放射能濃度は、原子炉施設から発生し容器に固型化され
た放射性固体廃棄物のうち、現在、浅地中処分の対象としている廃棄物の放射能濃度上限値
である。」 
 
「TRU 核種を含む廃棄物」について「…約 1GBq/t…」なる説明があるが、特に定義をし
ていないので、定義を書くべき。 （９） 
 ご指摘を踏まえ、「約 1GBq/t」の意味を明確にするため、本文の脚注に以下を追加しま
す。 
「TRU 核種を含む放射性廃棄物のうち、浅地中処分の可能性があるものについては、その
放射能濃度の上限に関する一応の目安値を設定しておくことが望ましい、という観点から、
原子炉施設から発生する放射性廃棄物の全 α 核種に対する現行の政令濃度上限値
（1.11GBq/t）を基に設定された。」 
 
2.1.1 処理方法 

放射性物質以外で有害な物質として扱う必要のある物質名を追記して欲しい。 （２５） 
今後の廃棄物管理の検討の観点から具体的な有害物質名を示すべき。 （３５） 

 

 有害な物質としては、報告書案では重金属やセメント等で固型化をした廃棄体の健全性
を損なう恐れのあるもの等を挙げています。しかし、より分かり易くするため、ご指摘を踏
まえ、以下のように、用語解説に「有害な物質」を追加します。なお、報告書案において、
これらの物質を含む廃棄物については、事前に分別管理と無害化処理を行う必要がある、と
しています。 
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【ゆ】 
有害な物質： 
 本報告書において有害な物質とは、重金属（鉛、カドミウム、焼却灰に含まれるもの等）、
ダイオキシン類（焼却灰に含まれるもの）、医療機関等から発生する感染性の物質、及び廃
棄体の健全性を損なう恐れのある有機溶剤（例えば、液体シンチレーター等）等を指してい
る。 
 
２.３(1)放射能の減衰に応じた管理 

段階管理の具体的な工程が不明。  （３） 
段階管理の時間が記入されていない。 （７０） 

 

 具体的な管理期間や管理内容は、報告書案で示した管理の考え方を踏まえ、実際に埋設す
る放射性廃棄物中の放射性核種の種類、放射能濃度、処分場の地質条件等を基に設定される
ものですが、ご指摘を踏まえ、参考資料９に、既存の処分場の事例を明示することとし、以
下を追加します。 
「各段階の管理期間は、埋設される放射性廃棄物に含まれる放射性核種の種類、放射能濃度
等を基に設定されるが、日本原燃（株）の六ヶ所低レベル放射性廃棄物埋設センター及び日
本原子力研究所の埋設実地試験（極低レベル固体廃棄物合理的処分安全性実証試験）の例で
は以下のとおりである。 

 
 なお、第１段階の終了予定時期は、「埋設開始以降１０年経過し、１５年以内の間」から、
「埋設開始以降３０年経過し、３５年以内の間」に変更することが、平成９年１月に申請さ
れている。 
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「第２章 研究所等廃棄物の処理処分に関する基本的考え方について」に関連するご意見
について 
 
２．３ 研究所等廃棄物処分場の管理に関する基本的考え方 
研究所等廃棄物についても記録の保存について記述すべき。 （６５） 
 原子炉等規制法では、放射性廃棄物の埋設処分に関する記録の保存について規定されて
おり、研究所等廃棄物に関しても本規定の対象となります。 
 しかし、第１章 2.3(3)では、ＲＩ廃棄物に関する管理記録の保管について記述しており、
ＲＩ廃棄物と研究所等廃棄物の両者の記述内容の整合性の観点から、以下を追加します。 
 
「(3)管理記録の保存 
 原子炉等規制法においては、放射性廃棄物処分場について保存すべき記録が規定されて
いるが、研究所等廃棄物の処分が安全に実施されていることを確認できるよう、これらの規
定に基づき処分場の建設、運営に係る管理記録等が適切に保存されることが必要である。 
 
「第３章 安全確保のための諸制度の整備」に関連するご意見について 

十分な減衰期間を待ち、放射性廃棄物から除外する措置を提案する。   （４） 
短半減期の核種のみを含む廃棄物を減衰を確認した後に焼却の対象とする。   （７） 
放射能が検出されない廃棄物は産業廃棄物とすべき。  （１５） 
一定期間保管することにより自然レベル又は RI として扱うべき基準値以下と
なる 

 （１７） 

放射性医薬品メーカーで扱っているのは半減期が数日間のものがほとんど。  （１８） 
研究で使用したものは、研究所から出す時又は数年以内で全く放射性で無くな
る。 

 （２３） 

半減期の 10 倍または 20 倍の保管の後で他の廃棄物と同様に処分するよう法
改正 

 （４５） 

分別管理して十分な時間保管すればクリアランスレベルを下回る。  （６５） 
短半減期核種の減衰処理は有効。  （７９） 
短半減期核種を 20,30 半減期と的確に減衰保管しクリアランスレベル以下とな
る。 

 （８１） 

20 半減期の保管により、使用量の 100 万分の一になることを容易に確認でき
る。 

 （８２） 

例えば総量 20GBq の場合 20 半減期後には一般廃棄物として廃棄可能とする。  （８７） 
使用事業所の発生段階で RI 廃棄物として扱う必要のないようにする。 （１００） 

 

 短半減期核種のみを含む廃棄物は、一定期間保管することにより、放射能は減衰し、実質
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的に無くなる性質のものですので、その取扱いについては、原子力安全委員会放射性廃棄物
安全基準専門部会において検討が行われているクリアランスレベルの設定の方法とは別の
観点からの検討が必要になると考えられます。したがって、以下の項目を追加します。 
 
「８．短半減期の放射性核種のみを含む廃棄物の取扱いについて 
 
 ＲＩ廃棄物には、第１章 2.1.1 で述べたように、短半減期の放射性核種のみを含む廃棄物
も発生している。このような廃棄物の放射能は、短期間のうちに、十分減衰して実質的にな
くなるものであり（参考資料６）、一定期間保管管理した後は、放射性廃棄物として取扱う
ことは合理的ではなく、汚染の可能性が全くない廃棄物として処分できるものと考えられ
る。したがって、短半減期の放射性核種のみを含む廃棄物については、その取扱いの考え方、
放射能が十分減衰したことの合理的な確認方法等について検討することが必要であると考
えられる。」 
 
４．有害な物質への対応 

廃棄物処理法を念頭に入れていることは問題ないが、原子力の法体系の中で処
分が合理的に完結する法体系の設定が必要。 

  （１３） 

今後の規制として廃棄物処理法も適用されるのか。   （２６） 
放射性でない廃棄物については、その処理処分の整合性を十分検討すべき。   （７３） 

 

 報告書案では「有害な物質への対応が図られるよう基準等を整備する」としていますが、
廃棄物処理法との関連を明確にするため、以下の下線部を追加します。 
「有害な物質への対応が図られるよう関連法令等も参考に、放射線障害防止法における基
準等を整備する」 
 
「第４章 処分事業の実施体制の確立及び実施スケジュール」に関連するご意見について 
 
３．処分事業主体の在り方 
廃棄物の処理処分には、分別管理が不可欠であり、分別管理手法等について各事業所等へ
の指導が必要。 （７６） 
 ご指摘のように、ＲＩ・研究所等廃棄物の処理処分が適切に行われるためには、分別管理
が重要です。したがって、第１章 2.において、「まず第一に、放射能濃度やその他の廃棄物
の性状に応じた適切な処理処分が行われるよう廃棄物の分別管理を行う必要がある。」とし
ています。現在、（社）日本アイソトープ協会においては、ＲＩ廃棄物の集荷の際に一定の
分別が行われており、報告書案においては、このような経験を踏まえ、分別も含め処理処分
に係る合理的な全体システムの構築が重要である旨記述していますが、この点を明確にする
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ため、以下の下線部を追加します。 
「現在、（社）日本アイソトープ協会においては、ＲＩ使用開始前の事業所の登録、ＲＩ廃
棄物集荷容器の貸与、ＲＩ廃棄物の種別・核種等による分別と、これらを記入した記録票の
提出、廃棄物集荷時期の周知等、廃棄物処理に係る一連の手続きを整備し、ＲＩ廃棄物を集
荷している（参考資料１）。しかし、研究所等廃棄物については、ＲＩ廃棄物のような一元
的な廃棄物の集荷・処理システムは整備されていない。したがって、ＲＩ・研究所等廃棄物
の処理処分が適切に行われるためには、当該廃棄物が様々な事業所から発生する多様な廃
棄物であることを踏まえ、（社）日本アイソト－プ協会における現在の手続きも参考に、処
理処分に係る合理的な全体のシステムを構築していくことが重要である。その中で特に、当
該廃棄物の処分に当たっては、分別管理や廃棄体の確認が重要なプロセスであり、また今後、
集中処理施設等の検討が必要であることも踏まえ、準備会においては、(社)日本アイソトー
プ協会や日本原子力研究所等の現在の事業や既存の施設との連携を考慮し、最終処分事業
以外に処分事業主体がどのような役割を担うべきかについて十分検討を行うことが必要で
ある。」 
 
その他報告書案に関連するご意見について 

あるレベル以上の識者を対象とした記述で分かり難い書き方である。   （３） 
一般人には少し難しい内容。 （１１１） 
技術的内容は素人に理解し難い。制度的事項は理解できるものの、具体的イメ
ージが掴みにくい。 

（１１７） 
 

 報告書案については、特に技術的検討結果については「まとめ」を設ける等、できるだけ
理解し易い記述・構成を心がけましたが、さらに、全体を通してご指摘の点を踏まえ、上記
のような修正を加えるとともに、用語解説に、「放射線の遮蔽」、「放射化」等の専門的な用
語を追加することや、初出の元素記号には元素名の併記、単位の読み仮名の併記等、より理
解し易い記述に努めました。 
  



8 
 

 

ＩＩ．論点については既に記述がある等により、報告書案の記述で良いと考えられるご意
見 

 

 
「はじめに」に関連するご意見について 

ＲＩ廃棄物と研究所等廃棄物は性格が異なり別に討議すべき 。   （６） 
ＲＩ廃棄物と研究所等廃棄物を一緒に扱うのは若干無理がある。  （３４） 
ＲＩ廃棄物と研究所等廃棄物は分離して考えるべきもの。 （１０７） 
ＲＩ廃棄物と研究所等廃棄物は別ものに思える。 （１１１） 

 

 本報告書案では、ＲＩ廃棄物及び研究所等廃棄物の技術的事項については、第１章をＲＩ
廃棄物、第２章を研究所等廃棄物、としてそれぞれを区分して検討を行っています。他方、
報告書案の「はじめに」において記述しているように「ＲＩ・研究所等廃棄物は、原子力発
電所や核燃料サイクルに係る事業所に比べ小規模事業所からの発生が多いこと、ＲＩ及び
核燃料物質等を用いた多くの使用形態があることから放射性核種の種類、放射能濃度及び
廃棄物の性状が一様でないこと等の共通事項があり、また、同一の研究施設等において、核
燃料物質等とあわせてＲＩが使用される場合もあること等から」両者を報告書案で取り上
げました。特に、制度的事項は共通する内容、相互に関連する内容も多く、第３章、第４章
の中で併せて検討しました。 

処分には、安全性のみならず合理性も考慮することが必要。 （４６） 
 

 報告書案では、「早急にＲＩ廃棄物及び研究所等廃棄物（以下、「ＲＩ・研究所等廃棄物」）
の安全かつ合理的な処理処分方策を確立して、制度整備を行い、最終処分に向け具体的に取
り組むことが重要である。」と記述し、ご指摘のように、安全であるとともに、合理的な処
分が重要であると考えています。 

radioisotope は、「放射性同位元素」ではなく、学界の用語である「放射性同位
体」とすべき。 

（１０４） 
 

  「放射性同位元素」は、放射線障害防止法（放射性同位元素等による放射線障害の防止に
関する法律）や原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画（平成６年６月）で使用され
ている用語であり、報告書案にもこれを用いました。 
 
「第１章 ＲＩ廃棄物の処理処分に関する基本的考え方について」に関連するご意見につ
いて 
 
1.2.2(2) RI 廃棄体数量の推定 

濃度上限値を超える放射性廃棄物の処理処分の方策を検討するため、これに相当（９６） 



9 
 

する密封線源の内訳及び廃棄物本数の推定方法を資料として添付して欲しい。 
 

 本報告書案では現行の政令濃度上限値を超える放射性廃棄物に相当すると考えられる密
封線源等の種類及び廃棄体数量の概数を示すため、 3H （半減期約１２年）と 137Cs （半減期
約３０年）を用いた密封線源等の場合に、処分容器に複数個の線源を入れるとして約２千本
（200 リットルドラム缶換算）と記述しています。また、報告書案では、全体を通じ廃棄体
についてはセメントで固型化したものとしての数量等を推定しています。 
 なお、現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物の処分方策については、別途、
原子力バックエンド対策専門部会において検討を行っています。 
 
２．ＲＩ廃棄物の処理処分に関する基本的考え方 

濃度区分さらには核種の特性に応じた合理的処分が望まれる。 （１１４） 
 

 放射性廃棄物の処理処分の基本的な考え方としては、「原子力の研究、開発及び利用に関
する長期計画」（原子力委員会 平成６年６月）において、「放射性廃棄物は、放射能レベル
の高低、含まれる放射性廃棄物の種類等により多種多様です。このため、この多様性を十分
踏まえた適切な区分管理と、区分に応じた合理的な処理処分を行う」とされています。した
がって、報告書案においても、「放射能濃度やその他の廃棄物の性状に応じた適切な処理処
分が行われるよう廃棄物の分別管理を行う必要がある。」とし、ご指摘のように、放射性廃
棄物の放射能濃度やその他の性状に応じた区分を行って処理処分を行う必要性について記
述しています。 

医療機関からの廃棄物と大学等からの廃棄物は発生形態や核種組成が異なり、処
分方策も異なる可能性があるのではないか。 

（３９） 
 

 ＲＩ廃棄物については、大学や医療機関等におけるＲＩの使用形態の相違等によって、含
まれる放射性核種の種類や廃棄物の性状等が多様である、ということが本報告書案の検討
に当たっての基本的な認識です。このような認識の下で、報告書案においては、廃棄物の性
状に応じた適切な処理処分、多様な廃棄物に対する放射能濃度の確認方法の確立等につい
て述べています。 
 
2.1.1 処理方法 

現状のセメント固化を前提とするのではなく、廃棄物の処理方法は、処分場の安
全性から導き出すべきものである。 

（３１） 

廃棄体基準の早期明確化を望む。 （３８） 
可燃物の焼却や廃液のセメントによる均一固化は実用化しているが、雑固体の
固型化は技術的検討が終了したところであり、まだ本格化していない。 

（９５） 
 

 セメントを用いた固型化技術は、原子力発電所から発生する廃液や樹脂の固型化に既に
用いられています。また、雑固体廃棄物については、「核燃料物質等の埋設に係る技術的細
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目を定める告示」第４条第３項において固体状の放射性廃棄物の固型化方法としてセメン
トを固型化材料として用いる方法が定められております。 
 報告書案では、これらの状況を踏まえて、セメント固化体を前提として発生量の推定等を
行いましたが、実際の処分に当たっては、今後整備される廃棄体の技術基準にしたがって処
理が行われることになります。なお、廃棄体の技術基準を含めて、安全確保に必要な法令整
備は今後行われる必要があり、この点について第３章 1.及び 2.に記述しています。 

液体シンチレーター廃液も技術的検討に加えて頂きたい。 （７５） 
有機性液体廃棄物は、集中処理方法が合理的。 （８３） 
放射性有機廃液も処理処分の対象とすべき。 （９３） 

 

 ご指摘の有機廃液に関しては、報告書案では「廃棄体の健全性を損なう恐れのあるような
有機溶剤等も発生の段階又は処理の過程において分別すると共に、焼却等による適切な無
害化を行う必要がある。」とし、その処理の必要性についても記述しています。 
 また、廃棄物の集中処理についても今後検討が必要であると考えており、第４章 2.におい
て「また今後、集中処理施設等の検討が必要であることも踏まえ、準備会においては、(社)
日本アイソトープ協会や日本原子力研究所等の現在の事業や既存の施設との連携を考慮し、
最終処分事業以外に処分事業主体がどのような役割を担うべきかについて十分検討を行う
ことが必要である。」と記述しています。 

「除染を行い有効利用を図ることも重要である」とあるが、有害物質の分別管理のための
除染・分別作業により、被ばくも生じるので、除染せずに「管理型処分場」での処分が有
効な場合も考えられる。 （９７） 

 

 報告書案では、第１章 2.2(2)において「事前に分別管理と無害化処理を行って有害な物
質を処分場へ持ち込まないようにする」ことを処分に際しての基本的な考え方としています。
このような考え方の中で、ご指摘のように、再利用が行われず、適切な無害化処理を施し、
処分される場合もあると考えられます。 
 
2.1.2 廃棄体の確認について 

廃棄体の放射能濃度等の確認は、発生事業所が廃棄物の性状を熟知しており、発生事業所
で実施すれば十分である。 （１９） 

 

 ＲＩ・研究所等廃棄物では、廃棄物の発生形態が多様であり放射性核種組成が一様でない
ことから、廃棄体中の放射性核種の種類、放射能濃度等の確認方法は重要な事項と認識して
います。したがって、今後の制度整備にあたって十分な検討が必要であることから、具体的
な廃棄体の確認方法は、報告書案で「今後、具体的方法について検討が必要である。」とし
ています。また、このため、第３章３．において基準等の整備の必要性について記述してい
ます。 
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２.２(1) 放射能濃度に対応した処分 

素掘り処分の安全性については、疑問があり、適切とは思えない。 （５５） 
安全の保証の無い素掘りの穴に埋めることは現世代にも影響を及ぼす。 （６８） 
安全であることを実証してから素掘り処分を行うべき。 （６９） 

 

 原子炉施設から発生するコンクリート等廃棄物の素掘り処分は、原子炉等規制法の下で
既にその埋設基準等が整備されています。 
 実際の処分に際しては、埋設事業者により地下水流速や地質環境等に関する十分な調査
が実施され、処分場が選択されるとともに、報告書案の参考資料１１に示したように、廃棄
物埋設に係る事業申請に対する国の安全審査を経て事業許可が出される等、事前に十分安
全であることが確認された上で処分が実施されます。 
 
２.２(2) 放射能以外の廃棄体の性状に対応した処分 

管理型処分場の安全性については、疑問があり、適切とは思えない。 （６８） 
 

 管理型処分場の構造基準等は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の下で整備されて
おり、これらの基準等を踏まえることにより、安全が確保されるものと考えています。 
 極低レベル放射性廃棄物のうち焼却灰等に対しては、廃棄物の性状を勘案して、廃棄物の
処理及び清掃に関する法律における「管理型処分場」の構造基準を踏まえた処分施設の設置
が必要であると考えています。 
 他方、今後の処理技術の向上への対応として、第１章 2.4 において「溶融固化処理技術を
導入することにより、ＲＩ廃棄物の廃棄体数量を大きく減少させるのみならず、廃棄体の安
定性を高め、廃棄体からの重金属等の溶出抑制を向上させることができるため、現行では極
低レベル放射性廃棄物のうち「管理型処分」と同様な処分が必要な廃棄物について、将来、
「素掘り処分」が可能になることも考えられる。」とし、他の処分方法の可能性についても
記述しています。 

報告書案が言う「管理型処分場」の設置が必要。 （１２３） 
 

 ご指摘のように報告書案には、「極低レベル放射性廃棄物については、前述したように放
射性物質の観点からは「素掘り処分」により安全かつ合理的な処分が可能であるが、このう
ち、廃棄物自体が安定で汚水を発生しないコンクリート等以外の廃棄物については「素掘り
処分」ではなく、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」における「管理型処分場」の構造
基準（透水性の低い粘土や二重の遮水シート等の設置、浸出水処理施設の設置、水質の監視
等の基準）を踏まえた処分施設を設置することが必要であると考えられる。」と記述してい
ます。 
 
２.３ ＲＩ廃棄物処分場の管理に関する基本的考え方 

処分施設の管理監視を十分に行う必要がある。 （５８） 
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環境、放射能濃度の監視の継続が必要。素掘り処分の段階でも定期的な監視体制
が必要。 

（７４） 
 

 処分場の管理については、第１章２.３の「ＲＩ廃棄物処分場の管理に関する基本的考え
方」において、「ＲＩ廃棄物処分場の管理についても、放射性物質としての管理とその他の
廃棄体の性状に対応した管理を行うことが必要である。」と記述し、放射能の減衰に応じた
管理と放射能以外の廃棄体の性状に対応した管理の必要性について述べています。また、管
理の内容についても記述しています。 
 
２.４ 今後の廃棄物処理技術の向上への対応 

溶融固化処理の導入・技術開発が有効である。現状でも溶融固化処理につい
ては、多くのところで導入、研究開発が進められており、その点に触れるべ
き。 

  （１） 

溶融固化処理の技術開発の推進と、廃棄物処理への導入の検討を進めるべき。  （３６） 
溶融固化処理技術の積極的導入を期待する。 （１２３） 

 

 ご指摘のとおり、溶融固化処理は重要な処理技術と認識しており、報告書案でもその導入
の必要性について記述しています。 
 放射性廃棄物の分野での導入状況については、第２章 2.1 で、日本原子力研究所や原子
力発電所で減容性の高い溶融固化処理の導入が進められていることについて記述していま
す。さらに、このような状況を踏まえて、必要な研究開発事項として、 第１章の 2.4、第２
章の 2.4、 第４章の 5.に溶融固化処理を取り上げ、その重要性等について記述しています。
この中で、研究開発の成果を踏まえ、処分事業の実施に当たっては、溶融固化処理等のより
高度な技術の有効性、導入時期等について、十分検討し、長期的展望に立った事業展開に努
めることが重要である、と記述しています。 
 
「第３章 安全確保のための諸制度の整備」に関連するご意見について 
 
１．ＲＩ廃棄物について 
２．研究所等廃棄物について 

ＲＩ廃棄物の処理について、現行の放射線障害防止法の運用を最大限活用して
使用許可事業所における減容処理等の対応をとることが必要。 

（１０９） 
 

 ＲＩ廃棄物の処理については、放射線障害防止法に廃棄物の焼却等の規定はありますが、
廃棄物の最終的な埋設処分のためには、処分のための固型化処理等の基準等を整備する必
要があります。  したがって、報告書案ではＲＩ廃棄物について「原子炉等規制法に基づ
く廃棄物処分に係る規制を踏まえつつ、処分に係る事業許可、放射能濃度上限値設定、埋設
施設及び廃棄体に係る技術基準等について法令整備を行う必要があると考えられる。」と記
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述しています。 

多種多様な廃棄物を含むＲＩ・研究所等廃棄物について、各廃棄物に対してど
の法令及び処分方法を適用させるのか、詳細な検討を期待。 

（１２０） 
 

 ＲＩ・研究所等廃棄物の安全規制については、放射線障害防止法や原子炉等規制法等によ
って行われますが、今後具体的な法令整備が必要であることを第３章 1.及び 2.に記述して
います。ご指摘の点については、法令整備の中で明らかにされていくものと考えます。 
５.現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物、TRU 核種を含む放射性廃棄物及
びウラン廃棄物への対応 

「現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物」、「ＴＲＵ核種を含む放射
性廃棄物」の処分の考え方を示すべき。 

（３） 
 

 ＲＩ・研究所等廃棄物のうち、まだ処分方策が決まっていない「現行の政令濃度上限値を
超える低レベル放射性廃棄物」、「ＴＲＵ核種を含む放射性廃棄物」、「ウラン廃棄物」に相当
する放射性廃棄物については、第１章 2.5 及び第２章 2.5 において、「今後検討されるそれ
ぞれの放射性廃棄物の処分方策に準じて埋設処分を行うことが必要である。」としています。 

少量の国際規制物資も検討の対象に加えるべき。 （８４） 
使用済国際規制物資も検討の対象に加えるべき。 （９０） 

 

 国際規制物資として使用されるウラン、トリウムが廃棄される場合には、その廃棄物は、
ウラン廃棄物に相当します。ウラン廃棄物の処分方策については、今後原子力バックエンド
対策専門部会で検討される予定ですが、ＲＩ・研究所等廃棄物のうちこのような廃棄物につ
いては、報告書案では、今後検討されるウラン廃棄物の処分方策に準じて埋設処分を行うこ
とが必要である、としています。 
 
７．クリアランスレベルの適用について 

加速器の運転で発生する多くの廃棄物はクリアランスレベル以下であり、早急
にクアランスレベルの検討を御願いしたい。 

  （４） 

クリアランスレベル以下の廃棄物を RI 協会が集荷しているのは無駄な経費・
労力である。 

  （７） 

クリアランスの導入を強力に進めていただきたい。   （８） 
固体廃棄物のクリアランスレベルの早急な導入を要望する。  （１０） 
クリアランスレベルの適用は、RI 廃棄物を合理的に減少させ、利用者や一般社
会にメリットがあるもの。 

 （１７） 

ICRP1990 年勧告を機に RI 廃棄物のクリアランスレベルの取り入れを希望。  （１８） 
クリアランスレベルを大多数の者が納得できる形で導入して欲しい。  （２１） 
固体廃棄物の裾切値の設定により RI 廃棄物を減らすことが大切であり、合理  （２３） 
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的な措置に向けた行政の啓蒙活動が望まれる。 
早急にクリアランスレベルを設定し、合理的に廃棄物を処置できる制度が必
要。 

 （２８） 

クリアランスレベルの検討が必要。  （３７） 
クリアランスレベルの導入を進めて頂きたい。  （４２） 
クリアランスレベルを設定して処理処分に当たる考え方に積極的に賛成する。  （４５） 
合理的な処分を行うために早急なクリアランスレベルの設定が望まれる。  （４６） 
クリアランスレベルの制度化を早急に確立すべき。  （４７） 
クリアランスレベルの設定値により必要な処分容量に影響するので、早急な検
討が必要。 

 （４８） 

スソ切りの早急な整備を期待する。  （５０） 
クリアランスレベルの設定の検討についてもう少し踏み込んだ案を入れるべ
き。 

 （７３） 

十分なコンセンサスを得た上で、クリアランスレベルの導入は費用・利便の観
点から効果的施策である。 

 （７４） 

クリアランスレベルの早期の検討、整備が必要。  （７８） 
クリアランスレベル以下を廃棄物管理に導入することは有益。  （８０） 
使用施設におけるクリアランスレベルの適用を希望。 （１００） 
規制除外・裾切り値の一日も早い設定により再資源化、有効利用を図られる。 （１１５） 
クリアランスレベル導入なくして適切な処理処分は困難。 （１２５） 

 

 ＲＩ・研究所等廃棄物は、例えば IAEA のクリアランスレベルを参考にすると、ＲＩ・研
究所等廃棄物の半分以上がクリアランスの対象となると考えられます。このため、安全かつ
合理的な処分・再利用を実施するために、クリアランスレベルを導入することが望まれ、報
告書案では、第３章に「７．クリアランスレベルの適用について」と節を設けて取り上げて
います。 

クリアランスレベルの単位は Bq/g とされているが、大型廃棄物は均一ではな
いので、廃棄物の性状等も考慮し、定義が必要。 

 （２０） 

例えば IAEA の示すクリアランスレベルの 1/10 以下については、一般廃棄物
の取扱いで処分等の検討が必要。 

 （８０） 

IAEA のクリアランスレベルは高過ぎるので、我が国では IAEA より低い値の
設定が必要。 

 （８６） 

クリアランスレベルは濃度のみでなく、総量も指定すべき。  （８７） 
クリアランスレベルの導入は、現行法令の RI の定義と首尾一貫性が保てない
ので検討が必要。 

（１０１） 
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クリアランスレベルの導入は、現行法令の RI の定義との整合性の検討を含め
るべき。 

（１０２） 

クリアランスレベルの導入の可否については、具体的な値の提示が必要。 （１０３） 
持ち出し基準以下のものは、一般廃棄物となるよう検討頂きたい。 （１０５） 

 

 ＲＩ・研究所等廃棄物に関する具体的なクリアランスレベルの設定値については、今後、
原子力安全委員会放射性廃棄物安全基準専門部会において検討が予定されており、その旨
報告書案に記述しています。 

クリアランスレベル以下でも、放射能が検出される廃棄物については、産業廃
棄物として処分すべきではない。 

 （１５） 

クリアランスレベルの導入によって社会に無用の不安を抱かせるのではなく、
最後まで責任を持つべき。 

（１１０） 
 

 クリアランスレベルは、放射性物質としてその特殊性を考慮する必要のない基準であり、
その導入は廃棄物の放射能濃度に応じた安全かつ合理的な処分・再利用を実施する上で重
要であると考えています。今後、ＲＩ・研究所等廃棄物に関する具体的なクリアランスレベ
ルの設定値については、前述したように、原子力安全委員会放射性廃棄物安全基準専門部会
において検討が予定されています。 
 なお、既に原子力委員会放射性廃棄物対策専門部会報告書「放射性廃棄物処理処分方策に
ついて（中間報告）」（昭和５９年）において、「放射性廃棄物と放射性廃棄物として扱う必
要のないものを区分する「一般区分値」の概念を設ける必要がある。」としています。 
14C と 32P の分別法に関する指針が必要。 （４２） 

 

 報告書案では、第３章 3.において「廃棄物の排出者等は、廃棄物をその発生源や放射性核
種、廃棄物の性状等により適切に分類し、それぞれの分類毎の処理方法、放射能濃度の確認
方法等を確立する必要があり、国は、これらに対応した安全かつ合理的な基準等を整備する
ことが必要である。」としており、具体的な取扱いについては、基準の整備等の中で明らか
になるものと考えています。 
 
「第４章 処分事業の実施体制の確立及び実施スケジュール」に関連するご意見について 
 
１．関係機関における責任及び役割分担の考え方 

国の役割として、処分事業主体のバックアップ体制が必要。  （４９） 
処分場の立地選定には国の役割が重要であり、管理終了後は処分地を国へ移管
する等の積極的管理が必要。 

 （６０） 

長期の安全管理が必要なため、国による十分な資材と人材の提供が必要。  （８５） 
規制官庁を一元化し、国がイニシアティブを取ることが望ましい。 （１１４） 
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廃棄物の排出者は自らの責任においてその最終処分の準備を整えるべき。 （１１８） 
 

 放射性廃棄物の処理処分については、原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画（原
子力委員会 平成６年６月）において、「事業活動等に伴って発生した放射性廃棄物の処理
処分の責任については、各事業所等が自らの責任において処理処分することを基本とし、処
分の責任を有する者は、その具体的実施計画を整備し、処分費用を負担する等、処分を適切
かつ確実に行う責務を果たすこととします。国は、処分方策を総合的に策定し、また、処分
の安全性の確認を行うとともに、処分の責任を長期的に担保するために必要な法制度等を
整備する等、最終的に安全が確保されるよう、所要の措置を講ずる責任があります。」とし、
事業者の役割と国の役割について記述されています。 
 報告書案では、このような基本的な考え方の下、廃棄物処分に係る排出者責任の原則を明
確にした上で、国の基本的な役割については、「関連法令の整備を図り、これに基づく厳正
な規制を行うと共に、廃棄物排出者や処分事業主体において、当該廃棄物の管理や処理処分
が適切に行われるよう、関連法令に基づくこれらの事業者への指導監督等の必要な措置を
講ずることとする。」としています。このような基本的な考え方の下で、さらに、 「さいごに」
において「国は、関係機関における取り組み状況を適宜把握すると共に、その結果をも踏ま
えつつ諸制度の整備を図り、ＲＩ・研究所等廃棄物の安全かつ合理的な処理処分が的確に実
施されるよう、適切に対応することが重要である。」としており、安全かつ合理的な処理処
分が的確に実施されるよう国としても適切に対応することを述べています。 
 
２．処分事業主体の在り方 

加速器施設からの放射化物を、しかるべき機関が全国規模での一時保管設備を
設置すべき。 

  （４） 

小規模施設が多い大学等も、処分事業主体の検討に参加して意見を述べる組織
が必要である。 

 （１１） 

国レベルでの安価な引き取り、最終処分の制度を設けて頂きたい。  （２８） 
何らかの公的機関または半官半民の企業体等で処分を行うべき。  （８８） 
浸出水の管理と無害化を長期的に維持できる組織を整備すべき。  （９４） 
処分を個々の事業所に委ねるのは困難であり、国が処分を行うべき。 （１０８） 
非常に強力な実施主体、管理システムの構築が必要。 （１１３） 
（社）RI 協会のような責任ある機関が処理処分を一元化することが望ましい。 （１１４） 

 

 前述したように、報告書案においては、廃棄物排出者責任の原則を明確にするとともに、
国の役割としては、関連法令の整備等について述べています。このような点を踏まえ、処分
事業主体の在り方について述べており、「廃棄物排出者等の関係機関が積極的に今後の処理
処分に係る検討に参加することが重要であり、準備会においては、このような関係機関の参
加を得て、ＲＩ・研究所等廃棄物の合理的かつ総合的な処理処分の方法や関係機関の役割分
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担の具体化について検討を行う体制を整えることが重要である。」等の記述をしています。 
 また、処分事業が長期的な事業となることを踏まえ、報告書案では、「処分事業主体は、
処分を安全に行うために技術的能力と経理的基盤を十分に備えることが不可欠である。さ
らに、事業が長期にわたるため、長期安定性が必要であるが、他方で事態の変化に対応でき
る機動性、柔軟性のある組織が要求される。」としており、長期的な事業を想定した処分事
業主体の設立が必要であることを示しています。 
 
 
３．処理処分費用の確保 

処分費用については予測金額も算定されていない。   （３） 
大学等では費用負担に耐えられない可能性もあり、財政的支援が必要。  （１１） 
処分費用を充足できるよう、費用確保についてもう一歩突っ込んで検討が必
要。 

 （２７） 

小規模事業所であれ、費用負担は事業者が行うべき。  （５４） 
受益者負担が原則であり、税金という安易な形で国民にツケを回すことは避け
るべき。 

 （６３） 

研究所等廃棄物は費用の徴収から始めなくてはならない。 （１０７） 
過去の廃棄物の費用負担を明確にしていただきたい。 （１１３） 
処分費用は使用者又は受益者負担とする。 （１１９） 
（社）RI 協会が積立た処分費用は RI 廃棄物に使用すべきであり、研究所等廃
棄物の処分に流用してはならない。 

（１２４） 

クリアランスレベルの実施前には、過渡的な中間対策を明確にし、ズルズルと
費用を支出して著しい利用者負担にならないように要望する。 

（１２５） 
 

 報告書案では、処理処分に係る排出者責任の原則の下、処分費用は排出者が負担すること
を明確にしています。具体的な処分費用の確保方法については、報告書案にあるように「Ｒ
Ｉ・研究所等廃棄物の処分事業実施のための資金確保方策について検討を行うことが必要
であり、準備会を中心にこれらの検討を進めることが適当である。また、廃棄物の排出者で
あるＲＩや核燃料物質等の使用者等は、これらの検討結果を基に、将来生じる処理処分費用
について、早い段階から適切な措置を講じておくことが重要である。」と考えています。 
 
６．他の廃棄物処分事業との連携・協力 

廃棄物の処分の役割が核種、濃度により多岐にわたって複雑であり、実施段階での
作業が困難であると考えられる。 

（３） 
 

 ＲＩ・研究所等廃棄物の具体的な処分事業については、放射性核種濃度等その性状に応じ、
報告書案に示した処分方策を踏まえ、今後ＲＩ・研究所等廃棄物事業推進準備会で検討され
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ます。この検討に際し、ＲＩ・研究所等廃棄物には、現行の政令濃度上限値を超える低レベ
ル放射性廃棄物、ＴＲＵ核種を含む放射性廃棄物及びウラン廃棄物に相当する廃棄物も含
まれるため、報告書案において「これらの放射性廃棄物について、各々の廃棄物の処分スキ
ームに取り入れられるよう、処分方策の検討段階から、準備会及び処分事業主体並びに他の
廃棄物処分に係る関係機関は連携・協力を図り、処分の対象廃棄物の範疇から外れるものが
ないようにすることが重要である。」としています。 

他の廃棄物処分事業との連携・協力が図られるような具体的な調整の場について、
全体像を睨んだ対策を検討して欲しい。 

（６６） 
 

 ＲＩ・研究所等廃棄物の処分事業主体については、今後ＲＩ・研究所等廃棄物事業推進準
備会で検討されますが、現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物やＴＲＵ核
種を含む放射性廃棄物及びウラン廃棄物に相当する廃棄物については、報告書案において
「これらの放射性廃棄物について、各々の廃棄物の処分スキームに取り入れられるよう、処
分方策の検討段階から、準備会及び処分事業主体並びに他の廃棄物処分に係る関係機関は
連携・協力を図り、処分の対象廃棄物の範疇から外れるものがないようにすることが重要で
ある。」としており、準備会及び処分事業主体並びに他の廃棄物処分に係る関係機関による
連携・協力を求めています。 
 
「さいごに」に関連するご意見について 
 

国及び事業主体が種々の手段を用いて十分な情報宣伝活動が行うべき。   （５） 
処分場を安全側で設計してデータを公開し国民の理解を得るべき。また、バッ
クデータを医療機関、日本医師会等に提供・バックアップして貰うよう働きか
けるべき。 

 （４３） 

正確・詳細で整理された情報の積極的な提供及び広報活動を望む。  （４４） 
放射線利用についての国民の理解の促進を図るべき。  （４７） 
徹底した情報公開の下に、国民の理解を得る必要がある。  （５３） 
医療機関関係者への安全確保に対するＰＲを十分行うべき。  （５７） 
最初から適切な印象を与えることが大事である。  （６４） 
処理処分の良い点、悪い点を明確に伝え、対話型の説明が必要。  （９９） 
国民にまず知らせ理解してもらうことについて国が主体となって取り組む。 （１１６） 
核廃棄物処分に係る透明性が確保されること。 （１１９） 

 

 ＲＩ・研究所等廃棄物の処分の実施にあたっては、正確・詳細な情報の提供、処分事業主
体及び国による広報が必要であると認識しており、報告書案においても、「事業の実施に当
たっては、当該事業の必要性と共に、どのような廃棄物が、どのような処分事業主体によっ
て、どのように処分されるのか、特に、安全確保はどのように図られるのか、といった事業
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の全体像が、計画の初期段階から国民に周知される必要があり、このための積極的な情報の
提供が行われなければならない。その際、正確・詳細な情報と共に、専門的な知識を持たな
くても理解できる分かり易い情報が提供されることが重要である。このため、処分事業主体
が設立されるまでは、準備会が、処分事業主体設立後は、事業主体が中心となり、積極的な
情報提供を行うことはもちろん、国においても当該事業の必要性や安全確保の考え方等に
ついて広報を行っていくことが重要である。」としています。 

処分の実施にあたっては、試行段階であることを自覚して、一度決定したことも
常に引き返す可能性を保証する、第３者機関による定期的な見直しを法制化すべ
き。 

（９１） 

 

 ＲＩ・研究所等廃棄物については、報告書案に示した対策により安全かつ合理的な埋設処
分を行うことができると考えています。 
 ＲＩ・研究所等廃棄物の大部分を占める現行の政令濃度上限値以下の低レベル放射性廃
棄物の処分場は、放射能の減衰に応じた段階的な管理を行う（参考資料９）こととしていま
す。また、段階管理における各段階の移行に際しては、参考資料１１に記述したように、国
による認可がなされるものであり、処分事業許可の際の安全の確認のみならず、処分の実施
段階でも安全の確認がなされる制度となっています。さらに、放射性核種の人工バリアから
の漏洩が生じた場合には、処分施設の修復等が行われます。 
 なお、報告書案の「さいごに」において、「国は、関係機関における取り組み状況を適宜
把握すると共に、その結果をも踏まえつつ諸制度の整備を図り、ＲＩ・研究所等廃棄物の安
全かつ合理的な処理処分が的確に実施されるよう、適切に対応することが重要である。」と
しており、安全かつ合理的な処理処分が的確に実施されるよう国としても適切に対応するこ
とを記述しています。 

処分場建設場所の自治体、住民への協力要請の具体的手順が示されておらず責任母
体も明確でない。 

（３） 
 

 処分事業の実施に係る具体的な計画は、昨年１０月に日本原子力研究所、動力炉・核燃料
開発事業団及び（社）日本アイソトープ協会によって設立されたＲＩ・研究所等廃棄物事業
推進準備会及び同準備会において検討され設立される処分事業主体によって検討されるこ
とになりますが、報告書案においては、処分事業主体の在り方、実施スケジュール、情報公
開、立地地域住民の意見の反映等に関し処分事業の計画を進めるに当たっての基本的考え方
を示しています。また、国においては、関係機関における取り組み状況を適宜把握し、ＲＩ・
研究所等廃棄物の安全かつ合理的な処理処分が的確に実施されるよう、適切に対応するこ
ととしています。 
 
その他報告書案に関連したご意見について 
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（気体廃棄物について） 

廃棄物処理において、気体状となるトリチウム、Ｃ１４、ヨウ素等の取扱いにつ
いて議論すべき。 

（３２） 
 

 原子炉等規制法、放射線障害防止法等において、処理施設から排気される放射性の気体廃
棄物については、既に排気に係る基準が整備されています。この基準の中には、ご指摘の三
重水素(3H:トリチウム)、炭素１４(14C)、ヨウ素１２９(129I)等の気体廃棄物の基準も含まれ
ています。 
（廃棄物の保管廃棄について） 

放射性廃棄物に係る事故・トラブルは、保管中に起こっているので、保管技術の確
立を勧告したい。 

（９８） 
 

 原子炉等規制法、放射線障害防止法等において、既に保管廃棄に係る基準が整備されてい
ます。これらの基準を遵守すること等により、保管廃棄に際しての安全確保が図られると考
えられます。 
 
（他の放射性廃棄物処分との関連について） 

現行の政令濃度上限値を超える廃棄物やＴＲＵ核種を含む廃棄物は量が少な
いため、これらを一緒に処分してはどうか。 

  （９） 

放射性廃棄物を発生源毎に処分場を設定するのではなく、放射性廃棄物全体の
総合的な処分システムを制度的に検討すべき。 

 （２２） 

放射性廃棄物対策が場当たり的であり、基本方針がわからない。 （１１１） 
処分場の立地の観点から、廃棄物を発生源別ではなく、種類・性状別に処分場
を共有する等の制度的検討を行うべき。 

（１１２） 
 

 原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画（原子力委員会 平成６年６月）では、「放
射性廃棄物は、放射能レベルの高低、含まれる放射性物質の種類等により多種多様です。こ
のため、この多様性を十分踏まえた適切な区分管理と、区分管理に応じた合理的な処理処分
を行う」としています。また、原子力長計においては、廃棄物の種類毎に今後の検討を進め
ることが示されています。 
 このため、原子力バックエンド対策専門部会では、このような原子力長計の考え方に沿っ
て、ＲＩ・研究所等廃棄物や現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物等の廃棄
物の種類毎にその特徴を踏まえ、処分方策の検討を行っているところです。 
 
（放射性廃棄物の区分・名称について） 

放射性廃棄物に多種多様な名称や区分を用いることは、廃棄物全体の整合性の観
点から良くない。 

（３０） 
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全ての廃棄物を一定の基準で区分して考えるべき。 （３３） 
濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物は、濃度上限値を超える放射性廃棄物
とすべき。 

（９６） 
 

 原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画（原子力委員会 平成６年６月）では、「放
射性廃棄物は、放射能レベルの高低、含まれる放射性物質の種類等により多種多様です。こ
のため、この多様性を十分踏まえた適切な区分管理と、区分管理に応じた合理的な処理処分
を行う」とされており、報告書案における名称、区分は原子力長計に沿ったものです。 
 なお、それぞれの廃棄物処分方策の検討の進展も踏まえ、その必要性があれば、名称等に
ついても適切に見直されるべきものと考えています。 
 
（処分事業の推進） 

医療や教育の場で有効な RI の利用が制限とならないよう、処分が行われるこ
とが望まれる。 

 （１２） 

多くの障害はあるが積極的に進めて貰いたい。  （１４） 
RI 廃棄物の合理的な最終処分のための事業体の早期設立を強く求める。  （１６） 
早急に廃棄物処分の実施体制を確立して欲しい。  （２１） 
早期に処分事業が実施されることを期待する。  （３７） 
小さな努力でできる事からでも早急に実行して欲しい。  （５０） 
ＲＩ廃棄物を早めに処理すべき。  （５２） 
現世代の責任として、国民の理解を得つつ処分事業を進めて欲しい。  （５３） 
後世代に負担を残さないために、早急に関係機関による話し合い、連携の場を
設ける必要。 

 （５６） 

報告書案の方向で進めて欲しい。  （５９） 
報告書案に沿って、速やかに取り組み、推進していくことが必要。  （６１） 
この考え方に基づき一日も早く安全な処分がなされるよう、関係者の一層の取
り組みが必要。 

（１１８） 

国は早急に法整備を行うこと。 （１１９） 
RI 廃棄物処分場は万難を排して造って貰いたい。 （１２１） 
報告書案が公表され前進したと思うが、促進を御願いする。 （１１２） 

 

 ＲＩ・研究所等廃棄物については、報告書案の「はじめに」で、「早急にＲＩ廃棄物及び
研究所等廃棄物（以下、「ＲＩ・研究所等廃棄物」）の安全かつ合理的な処理処分方策を確立
して、制度整備を行い、最終処分に向け具体的に取り組むことが重要である。」としている
ように、最終処分に向けた早急な取り組みが必要と考えています。このため、報告書案では、
２０００年を目途に処分事業主体を設立することや関連法令の整備等を含め、処分の着実
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な実施を図るための基本的な考え方を示しています。 
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ＩＩＩ．報告書案における検討の対象外と考えられるご意見 
 

 
 以下のご意見は、ＲＩ・研究所等廃棄物処理処分の基本的考え方について審議を行ってき
た原子力バックエンド対策専門部会の報告書案の検討の対象外と考えられますが、今後、原
子力委員会における政策の検討等に当たって参考とすべきと考えられますので、原子力委員
会へ報告又はその他の関係部署に伝達します。 

放射化金属について環境への評価をした上で遮蔽体の一部として有効利用を
図れるようにしてもらいたい。 

  （４） 

我が国は世界でトップクラスでしかも安全性の高い処理・処分技術を実用化で
きると考えられるので、国家 
プロジェクトとして大規模な予算投入を要望する。我が国は、この分野で世界
の推進役となることが期待される。 

  （８） 

化学的毒性を有する廃棄物の処分の考え方について、本報告書を契機に検討を
進めるべき。 

 （２４） 

法律等で「核燃料物質」と「核燃料物質で汚染されたもの又は核燃料物質で汚
染された恐れのあるもの」を同様 
に規制するのは不合理である。 

 （５１） 

ＲＩの便利さのみを追求して廃棄物を発生させるべきではない。  （６７） 
ＲＩの使用量、原子力発電、その他の放射線使用機関での無制限な使用を見直
すべきである。 

 （６９） 

安易な処分を行わせないために、関係者は方針作りに参加すべきでない。  （７１） 
レントゲン撮影を減らす等して放射線被ばくと廃棄物を減らすべき。  （７２） 
ＲＩ及び核燃料物質等の利用は、人類の持続的発展に有益である点の記述を行
うべき。 

 （７３） 

処理処分に関する審議は全て公開とし、広く国民の意見を求め、コンセンサス
を得てから方針を決定すべき。 

 （８９） 

核燃料物質とＲＩの双方の規制を受ける施設の安全管理は一体で行うべき。 （１０５） 
加速器放射化物を遮蔽能力の高い加速器施設のコンクリート遮蔽壁の中に埋
設する方法について検討すべき。 

（１０６） 

ＲＩの便利さのみを追求して廃棄物を発生させるよりも、利用を制限、中止す
べき。 

 
 

 


